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研究成果の概要（和文）：本研究では、チリにおける教育機会の格差が政策によって是正されうるのか、2015年
に制定された学校包摂法と2016年に導入された高等教育無償化政策に着目して検討してきた。先行研究レビュー
や現地調査の結果、学校包摂法、高等教育無償化政策とも、現時点では明確な教育機会格差是正効果は見られな
いことが分かった。その要因の一つに家庭の社会経済的背景による学校選択や進路選択傾向の違いがある。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to examine whether policies can reduce gaps in 
educational opportunities in Chile, focusing on the School Inclusion Law enacted in 2015 and the 
Tuition-Free Higher Education Policy introduced in 2016. As a result of the review of previous 
studies and the field survey, it was found that neither the School Inclusion Law nor the 
Tuition-Free Higher Education Policy had any clear effect on reducing disparities in educational 
opportunities at the moment. One of the factors is the difference in the choice of schools and 
career paths according to the socioeconomic background of families.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
チリの事例は、教育機会の格差是正策に限界があることを示唆する。教育機会の格差是正を目指す場合、例えば
学校包摂法のように各学校での追加費用負担や入学者選抜をなくしたり、高等教育無償化政策のように授業料を
無償化するだけでは十分ではない。日本でも教育機会の格差是正を、例えば金銭面から支援する政策が採られつ
つある。しかし金銭面での各学習者の支援だけでなく、社会経済的に不利な状況にある学習者がいる教育環境・
教育水準自体の改善にも注意が払われるべきである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
チリでは軍事政権下の 1980年代に、市場化・民営化を軸とした新自由主義的教育政策が導入
された。具体的には、公立・私立学校を同じ条件で国庫助成する教育バウチャー制度の導入によ
る学校間競争・学校選択の拡大、私立学校・私立大学や高等教育機関設立の規制緩和などが実施
された。 
教育における市場原理の活用により、教育機会は量的には拡大した。しかし実際の学校選択や
高等教育を受けるかどうかの選択には、家庭の所得や保護者の学歴など社会経済水準による格
差・棲み分けが生じた。 
こうした状況に対し、2006年、2011年に、市場原理を重視する教育制度の改革、教育環境改
善、教育機関運営を通じた営利追求禁止を求める大規模な学生運動が発生した。政府はこれを受
けて、中等教育以下に関しては 2015年に学校包摂法を制定、高等教育では 2016年に家庭の所得
が一定以下の学生の授業料無償化を定めた。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、南米チリにおける教育機会の格差が政策によって是正されうるのかを明らかにす
ることを目的とする。特に、2015年に制定された学校包摂法と 2016年に導入された高等教育無
償化政策に着目し、（1）政策形成の背景と議論、（2）政策の内容、（3）政策実施状況とその影響
を検討する。 
 チリの事例から、教育における国の役割の変化、格差是正策の効果や副次的影響の有無を考察
し、日本など他国の修学支援策や格差是正策への示唆を導き出す。 
 
３．研究の方法 
本研究では特に、2015年に制定された学校包摂法と 2016年に導入された高等教育無償化政策
に着目し、（1）政策形成の背景と議論、（2）政策の内容、（3）政策実施状況とその影響の 3点に
焦点を当てて研究を実施した。3点とも、国内での文献収集、オンラインでの情報収集に加えて、
現地調査時に関連文献を収集した。（3）については、2023年度、2024年度の現地調査時に学校
訪問や教育学研究者へのインタビューも実施した。 
 （1）政策形成の背景と議論については、教育改革の原動力となった 2006 年、2011 年の学生
運動を中心に、運動の背景である教育の実態や議論を整理した。その際、教育費負担等の統計デ
ータ、先行研究から、教育機会の格差がどの程度生じ、問題視されていたかに着目した。 
 （2）政策の内容については、2015年学校包摂法、2016年高等教育無償化政策の詳細を、関連
法規・学校教育制度を含めて明らかにした。 
 （3）政策実施状況とその影響については、教育省ウェブサイトや統計、報道、英語・スペイ
ン語で発表された先行研究などから政策実施状況を把握した。また、現地調査時に学校訪問、教
育学研究者へのインタビューを実施し、政策実施状況や政策の影響に関する情報を収集した。 
 
４．研究成果 
 以下、本研究の主な対象である学校包摂法と高等教育無償化政策に分けて報告する。 
4－1．学校包摂法 
 学校包摂法については、現地調査以前に収集した情報から、「チリの学校包摂法による教育バ
ウチャー制度改革：背景と変化、残された課題」『教育制度学研究』28号（2021年）において、
背景と初期の実施状況を論じた。以下の記述は、同論考とその後の現地調査に基づく。 
 チリでは軍事政権が 1980年以降、中等教育以下の学校教育では、国立学校の市レベルへの移
管（地方分権化）や、教育バウチャー制度導入などを実施した。チリの教育バウチャー制度では、
国が生徒の出席率に応じて公立・私立学校に同額の助成金を支給する。結果的に、私立学校数が
増加し、人々の教育機会が拡大した。一方で、生徒・保護者の学校選択や学校による入学者選抜
により、学校の社会経済的な棲み分け学校分断（segregación escolar）と呼ばれるほど深刻化した。 
現在のチリの学校運営主体別の学校類型には、市立 (municipal)、助成私立 (particular 

subvencionado)、独立私立(particular pagado)、民間委託(corporación de administración delegada)、地
方公教育局(servicio local de educación) の 5種類がある。チリの教育バウチャー制度では、5種類
の学校類型のうち、市立、助成私立、地方公教育局の 3種類の学校に対して、生徒数と支給前 3
カ月の生徒の平均出席率に応じた助成金が毎月支給される。なお、独立私立校は助成を受けず、
授業料が高額な学校である。民問委託校は中等教育段階を中心に運営を民間委託された職業技
術学校であり、市立・助成私立・地方公教育局とは異なる基準で国庫助成され、少数である。大
まかに、市立、地方公教育局の学校には社会経済的下位層が、独立私立校には上位層が集中し、
助成私立校はそれらの中間にある。チリでは 2006年に中等学校の生徒たちを中心にした大規模
学生運動が、2011年には大学生を中心とした大規模学生運動が発生した。これらの学生運動は、
受けられる教育の水準が家庭の経済力次第であることや、そうした状況を支える教育制度に抗
議した。 
 2014 年に発足したバチェレ政権は学校包摂法を制定し、国庫助成を受ける学校に対して次の



3 要件を課した。l 点目は中等教育までの入学者選抜禁止、2 点目は学費分担制度という追加の
費用徴収の廃止、3点目はすべての助成私立校の非営利化である。特に各学校による入学者選抜
や学費分担制度は、学校分断の一因として社会的に問題視されてきた。1点目の中等教育までの
入学者選抜禁止に関しては、従来は各学校が個別に入学者選抜を実施していた仕組みを改めた
ものである。助成を受ける学校への入学は、オンラインの入学調整制度(SAE)を通じて教育省が
一律に調整することとなった。2点目の学費分担制度は 2023年時点でも維持されている。3点目
の助成私立校の非営利化（独立私立校への転換または閉校）は実施された。 
 入学調整制度に関しては、本研究期間中もチリの研究者を中心に多数の研究成果が発表され
てきた。これまでの先行研究から、社会経済階層により学校選択傾向に違いがあり、入学調整制
度は当初期待されていた学校間の社会経済的格差の是正にはあまり影響がないことがわかって
きた。現地調査ではそれに加えて、教育学研究者や政治家などにより入学調整制度に対して賛否
両論の評価がされていることがわかった。入学調整制度に対する批判では、教育省が一律で入学
許可者を調整するため、入学希望者・保護者の努力が考慮されないことや、特別な教育的ニーズ
を持つ子どもへの対応に課題が生じていることが指摘されている。 
 
4－2．高等教育無償化政策 
 高等教育無償化政策については、「チリにおける高等教育無償化政策の実施状況と課題」『国際
教育』29号（2023年）において実施状況と課題を論じた。以下の記述は同論考に基づく。 
 チリでは軍事政権下で高等教育機関設立の規制緩和が行われた。高等教育機会の拡大は主に
家庭の授業料負担によって担われ、家計負担の大きさが問題となった。特に、2006 年に導入さ
れた政府保証付きローン（CAE）は、従来から存在した大学ローン連帯基金（FSCU）よりも高
い利率や厳しい返済基準、それに伴う学生の過重債務、制度を通じて銀行が高い収益を得ている
ことが問題視された。FSCUは軍事政権による高等教育機会拡大以前に設立されたいわば伝統校
とその派生校（CRUCH 大学と呼ばれる）の学生対象であった。一方で、CAE 利用者の多くは
CRUCH大学以外の機関に通う学生であり、低所得家庭出身者だった。 
チリの高等教育無償化政策は 2016年に始まった。対象者は、出身家庭の収入が国全体の下位

60％（当初は 50％）であり、国立および一部の私立大学、非営利の高等専門学校と技術教育セ
ンターに通う者である。大学以外の機関は 2017年から無償化対象となった。2022年の無償化対
象機関は、大学 36校、高等専門学校 8校、技術教育センター22校であった。機関類型別に占め
る無償化対象機関の割合は、大学 62. 1％、高等専門学校 25. 0％、技術教育センター44. 0％であ
った。 
教育省による高等教育学生支援受益者数の推移を見ると、無償化政策受益者数は 2016年の 13 
万 8951人から 2021年の 43 万 5690人に増加した。また、同政策導入後、学生ローンや奨学金
受益者数が減少した。 
一方で、高等教育無償化政策が家庭の経済力による教育機会格差の縮小につながっているか、
あるいは従来は高等教育機会を得られなかった人々が機会を得られるようになったかどうか、
という視点からは、課題が指摘されている。また、無償化対象学生に占める低所得家庭出身者の
割合は低い。その背景には、そもそも進学を希望していない、進学希望の機関が無償化対象では
ない、あるいは大学進学希望の場合に対象機関に合格することが難しいといった事情があると
推測される。 
 高等教育無償化政策に関しては、日本との比較も行った。両国とも OECD 加盟国で高等教育
機関に占める私立機関の割合や高等教育における私費負担の割合が高く、部分的な費用負担軽
減策を導入している。チリは対象者が広く設定されている一方で、対象外の機関の割合が高い。
日本は対象者が限定されているが、対象機関の割合は高い。両国とも構造的な社会問題（チリは
教育機会の不平等、日本は少子化）への対策として、高等教育費用負担軽減策を導入している。
しかしその目的に照らし合わせると、両国とも効果が曖昧である点を、学会での口頭発表で報告
した。 
 
以上のように本研究では、チリにおける教育機会の格差が政策によって是正されうるのか、学
校包摂法と 2016年に導入された高等教育無償化政策に着目して検討してきた。学校包摂法の教
育機会格差是正効果については、上記の通りあまり影響がないと指摘されている。その要因の一
つに家庭の社会経済的背景による学校選択傾向の違いがある。高等教育無償化政策に関しても、
対象機関への進学希望の有無などの影響により、必ずしも低所得層の教育機会拡大にはつなが
っていないことがわかった。また、いずれも教育に対する国の関与を強化する方向に向かった政
策である。しかし、その中で学校包摂法下の入学調整制度には反発もみられ、国の関与に関して
は揺り戻しが生じる可能性がある。 
チリの事例から、次の示唆が得られた。すなわち、教育機会の格差是正を目指す場合、例えば
入学調整制度のように各学校への入学上の障壁をなくしたり、高等教育無償化政策のように費
用負担をなくしたりするだけでは十分ではない。入学希望者や家族の希望・選好を考慮し、公立
学校や大学以外の高等教育機関での教育水準・環境の改善にも注意を払っていく必要がある。 
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